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Ⅰ はじめに 

 

１ 周産期医療体制整備計画策定の経緯 

 

平成２０年１０月に東京都において脳内出血を起こした妊婦が死亡するとい

う事案が発生したことを受けて、厚生労働省では「周産期医療と救急医療の確

保と連携に関する懇談会」を設置し、周産期医療と救急医療の確保と連携の在

り方、課題解決のために必要な方策等について検討が行われ、平成２１年３月

４日に「報告書」が取りまとめられました。 

この「報告書」において、産科領域以外の急性期疾患を合併する妊産婦にも

最善の医療が提供できるよう周産期医療対策事業を見直すこと、周産期母子医

療センターの指定基準の見直しなどについて提言が行われました。 

この提言を受けて、「周産期医療対策事業等の実施について（厚生労働省医

政局長通知）」（平成２１年３月３０日付医政発第０３３００１１号）の周産

期医療対策事業等実施要綱の第１の４に基づく「周産期医療体制整備指針」の

改正が行われたことを勘案し、本県においてはこれまでの取組みを踏まえつつ

周産期医療の在り方を検討し「周産期医療体制整備指針」に基づく周産期医療

体制整備計画を策定することとしたものです。 

 

 

２ 周産期医療体制整備計画の位置づけ 

 

この計画は、「周産期医療対策事業等の実施について（厚生労働省医政局長

通知）」（平成２１年３月３０日付医政発第０３３００１１号）の周産期医療

対策事業等実施要綱の第１の４に基づく周産期医療体制整備指針（平成２２年

１月２６日改正）を受けて定めるものです。 

   また、「鳥取県保健医療計画」との整合を図りながら一体的に推進していく

こととします。 

 

 

３ 計画の期間 

 

   この計画の期間は、平成２５年４月から平成３０年３月までの５年間としま

す。以後は５年ごとに調査、分析等を行い見直しを行います。 

ただし、本県の今後の周産期医療の動向等を見据えながら、５年未満であっ

ても必要に応じて見直しを行うことがあります。 
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Ⅱ 鳥取県の周産期医療の現状と課題 

 

１ 周産期医療体制の現状 

（１）分娩取り扱い医療機関 

    本県で分娩を取り扱っている医療機関は、病院が７施設、診療所が９施

設、助産所は３施設あります。 

    正常な妊娠・分娩の場合は、身近な病院、診療所等で対応し、ハイリス

クの妊娠・分娩については、東部保健医療圏では地域周産期母子医療セン

ターで、西部保健医療圏では総合周産期母子医療センターで対応をします。 

中部保健医療圏には、こうしたハイリスク妊娠などに対応する周産期母

子医療センターが整備されていないため、同圏域内の県立厚生病院が対応

を行いますが、より高度又は専門的な対応が必要となった場合は、東部又

は西部の周産期母子医療センターに搬送されることになります。また、県

立厚生病院は、中部地区で唯一の産科と小児科を併設する病院であること

から妊婦が集中することとなるため、勤務医の負担を軽減するために、助

産師外来・院内助産所を設置して正常な経過を辿っている妊婦を対象に健

診や分娩を扱うとともに、夜間当直に地域の開業医の協力を得るなどして

対応しています。 

なお、中部保健医療圏では分娩を取り扱う診療所が１施設となり、県立

厚生病院と併せて２つの医療機関で分娩に対応することとなったことから、

中部医師会等の医療関係者、鳥取大学、子育てサークルの代表者等で構成

する「鳥取県中部保健医療圏の産科・小児科医療体制検討会」で対策を検

討しました。
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★医療連携体制において役割を果たす主な医療機関（平成２５年３月） 

区     分 東部保健医療圏 中部保健医療圏 西部保健医療圏 

① 総合周産期母子医療セ

ンター 

－ － 

 

・鳥取大学医学部附属病

院 

全県において２４時間体

制で高度な周産期医療を

提供 

②  地域周産期母子医療セ

ンター 

・鳥取県立中央病院 

 東部保健医療圏におい

て２４時間体制で高度な

周産期医療を提供 

－ － 

③ ①、②以外で分娩可能な

病院 

・鳥取市立病院 

・鳥取赤十字病院 

・鳥取産院 

・鳥取県立厚生病院 ・博愛病院 

（院内助産のみ） 

④ 分娩可能な診療所・助産

所数（出張のみによって

その業務に従事する助産

師を除く。※） 

・診療所数３施設 

・助産所数２施設 

・診療所数１施設 

 

・診療所数５施設 

・助産所数１施設 

⑤ 医療型障害児入所施設等 ・鳥取医療センター  ・総合療育センター 

※出張のみによって業務に従事する分娩を取り扱う助産所においても、周産期医療の役割を担っ 

ていただいています。 

   

 （２）総合周産期母子医療センター 

   高度な周産期医療を担う総合周産期母子医療センターは、原則として３

次医療圏に１箇所整備するものとされており、鳥取県にも、１箇所（鳥取

周産期医療連携体制のイメ－ジ図 （鳥取県保健医療計画より） 
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大学医学部附属病院）設置されています。 

     国が示す周産期医療体制整備指針による総合周産期母子医療センターの

基準は満たしており、その主な内容は表１のとおりとなっています。 

     職員配置については、平成２２年度に臨床心理技術者を、平成２４年度

に搬送コーディネーターを配置するなどして充実が図られているところで

す。 

     更に、この総合周産期母子医療センターを設置する同病院には、救命救

急センターも設置されており、妊産婦の産科合併症以外の合併症にも対応

できる体制が整備されています。 

   総合周産期母子医療センターの病床のうちＭＦＩＣＵは、６床が整備さ

れていますが、平成２０年度、２１年度の稼働率は、７３％～７７％（表

２）となっており、充足しているようにもうかがえますが、ＮＩＣＵの満

床による母体の受入れが困難なケ－スも発生していました。 

一方、ＮＩＣＵについては、従前９床が整備されていましたが、その稼

働率が平成２０年度に７７．５％だったものが平成２１年度では９３．

１％（表２）と急激に伸び、平成２２年度には、一時的にＮＩＣＵが満床

となって母体の受入れが困難な状況も発生するなど病床が不足していたこ

とから、平成２４年度に３床増床され、また、ＧＣＵをＮＩＣＵの２倍の

６床増床とされました。 

 

表１ ＜総合周産期母子医療センター（鳥取大学医学部附属病院）＞  

区  分 ＭＦＩＣＵ ＮＩＣＵ ＧＣＵ 

病床数 ６床 １２床 （１５床 非加算） 

 指針基準 ６床以上 ９床以上 

 

ＮＩＣＵの２倍以上

が望ましい。 

主な設備 分娩監視装置   ６ 

呼吸循環監視装置 ６ 

超音波診断装置  ２ 

（ｶﾗ-ﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ機能有） 

呼吸循環監視装置 ３４   

人工換気装置   １９ 

超音波診断装置   １ 

（ｶﾗ-ﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ機能有） 

保育器      ２４ 

－ 

職員 

医師 

１８人(うち常勤２人) 

２４時間体制１名勤務 

＋オンコ－ル１名 

２３人（うち常勤３名） 

２４時間体制１名勤務 

 指針基準 ２４時間体制で複数の

医師が勤務 

（病床が６床以下でオ

ンコ－ル体制がある場

合は１名） 

２４時間新生児医療担

当医師が勤務 

－ 

看護師・助産師 １５人 ２３人  

 指針基準 常時３床に１名 常時３床に１名 常時６床に１名 

（医療政策課調：平成２５年１月１日現在） 

県人口、過去の受入実績等に応じ医療の質を

確保するのに適切な病床数を基本とする 
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  ※ 総合周産期母子医療センター 

    相当規模のＭＦＩＣＵ（母体・胎児集中治療管理室）を含む産科病棟及びＮＩＣＵ（新

生児集中治療管理室）を含む小児病棟を備え、合併症妊娠、胎児・新生児異常などの

リスクの高い妊娠に対する医療、高度な新生児医療等の周産期医療を行うとともに、

産科合併症以外の合併症にも対応できる医療施設。 

  ※ ＭＦＩＣＵ（母体・胎児集中治療管理室） 

    ２４時間体制で合併症妊婦などハイリスク妊娠に対応する医療を行うことができる施設。 

  ※ ＮＩＣＵ（新生児集中治療管理室） 

    ２４時間体制でハイリスク児の治療と看護が行われる高度医療施設。 

 

  ※ ＧＣＵ（回復期治療室） 

    ＮＩＣＵの後方病床。ＮＩＣＵでの治療により急性期を脱した児や入院時から中等症で

ＮＩＣＵでの治療までは必要としないもののこれに準じた医療を行う施設。 

 

表２ ＜総合周産期母子医療センター病床稼働率＞ 

区  分 
病床稼働率 

ＭＦＩＣＵ ＮＩＣＵ 

病 床 数 ６床 １２床 

２０年度 
入院患者延べ人数 １，６９６人 ３，０５９人 

稼働率 ７７．４％ ９３．１％ 

２１年度 
入院患者延べ人数 １，６９６人 ３，０５９人 

稼働率 ７７．４％ ９３．１％ 

２２年度 
入院患者延べ人数 ２，３００人 ３，０６５人 

稼働率 ６９．８％ ９３．３％ 

２３年度 
入院患者延べ人数 １，８１７人 １，７５５人 

稼働率 ８２．７％ ８０．１％ 

（医療政策課調）   

 

 （３）地域周産期母子医療センター 

地域周産期母子医療センターは、総合周産期母子医療センター１箇所に

対して数カ所の割合で整備し、１つ若しくは複数の二次医療圏に１箇所､

又は必要に応じてそれ以上整備することが望ましいとされています。 

本県では、東部保健医療圏に１施設（鳥取県立中央病院）設置されてお

り、総合周産期母子医療センターと連携をとりながら高度な周産期医療を

提供しています。 

     また、地域周産期母子医療センターを設置する同病院には、救命救急セ

ンタ－も設置されており、これらと連携して妊産婦の産科合併症以外の合

併症にも対応できる体制が整備されています。 

地域周産期母子医療センターの病床のうちＭＦＩＣＵは、２床が整備さ

れていますが、平成２２年度、２３年度の稼働率は、３２％～５８％（表

４）となっており充足している状況にあります。 

また、ＮＩＣＵについては、６床が整備されており、その稼働率は、９
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５％～９６％と高水準となっています。 

 

表３ ＜地域周産期母子医療センター（鳥取県立中央病院）＞ 

区  分 ＭＦＩＣＵ ＮＩＣＵ ＧＣＵ 

病床数 ２床 ６床 ６床 

 指針基準 
－ 

ＮＩＣＵを設けること

が望ましい 
－ 

主な設備 分娩監視装置   ２ 

超音波診断装置  １ 

（ｶﾗ-ﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ機能有） 

呼吸循環監視装置 １０   

人工換気装置    ６ 

保育器   １４ 
－ 

職員 

医師 

５人（うち常勤４人） 

２４時間体制１名勤務 

９人（うちＮＩＣＵ専任２名） 

２４時間体制１名勤務 

 指針基準 
－ 

２４時間新生児医療担

当医師が勤務 
－ 

看護師・助産師 ８人 １４人 １０人 

 指針基準 － 新生児医療を提供するのに必要な数の看護師 

（医療政策課調：平成２５年１月１日現在） 

  ※ 地域周産期母子医療センター 

    産科及び小児科（新生児医療を担当するもの）等を備え、周産期に係る比較的高度な医

療行為を行うことができる医療施設。 

 

表４ ＜地域周産期母子医療センター病床稼働率＞ 

区  分 
病床稼働率 

ＭＦＩＣＵ ＮＩＣＵ 

病 床 数 ２床 ６床 

２２年度 
入院患者延べ人数 ２３４人   ２，０８９人 

稼働率 ３２．１％ ９５．４％ 

２３年度 
入院患者延べ人数   ４２１人 ２，１１７人 

稼働率 ５７．５％ ９６．４％ 

（医療政策課調） 

 

（４）母体、新生児の搬送・受入 

     本県では、西部地区の総合周産期母子医療センターと東部地区の地域周

産期母子医療センターが、それぞれの地域の患者の救急搬送受入に対応し

ています。また、中部地区においては、県立厚生病院が一義的には対応し、

それが困難な場合は、いずれかの周産期母子医療センターに搬送すること

となります。 
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   表５ ＜周産期母子医療センターの受入状況＞        （単位：人） 

区  分 
平成２２年度 平成２３年度 

母 体 新生児 母 体 新生児 

総合周産期母子医療センター ５９ １８ ５５ ２９ 

地域周産期母子医療センター ４１ ８８ ６７ ７４ 

（医療政策課調）  

 

 

（５）ＮＩＣＵ長期入院児 

     鳥取県内にあるＮＩＣＵに長期入院している児が存在しておりＮＩＣＵ

の満床の一因ともなっています。 

     ＮＩＣＵの満床は、母体、新生児の受入れにも影響を及ぼすこととなる

ため、長期入院児の転退院に向けた取り組みが重要となっています。 

医療支援の必要な児の転退院は、個別に関係機関同士で調整を行いなが

ら進められているのが現状ですが、受入施設も不足気味であることや在宅

移行への家族の不安などもあり、円滑に進んでいるとは言い難い状況にあ

ります。 

特に、東部地区では在宅療養につなげる中間的な施設が不足しており、

入院が長引く傾向があります。 

 

 

   表６ ＜ＮＩＣＵ入院児の状況＞                  （単位：人） 

期 間 
１ヶ月 

未 満 

１ヶ月以上 

6 ヶ月未満 

6 ヶ月以上 

1 年未満 

1 年以上 

2 年未満 
2 年以上 計 

総合周産期母子 

医療センター 
２ ２ ０ １ ０ ５ 

地域周産期母子 

医療センター 
４ ３ ０ ０ ０ ７ 

計 ６ ５ ０ １ ０ １２ 

（医療政策課調：平成２５年１月１日現在） 

 

（６）搬送コーディネーター 

本県では、母体又は新生児の受入医療施設の調整のため、平成２４年６

月から総合周産期母子医療センターに非常勤の搬送コーディネーターを配

置しています。 

 

※ 搬送コーディネーター 

医療施設や消防機関から母体又は新生児の受入医療施設の調整依頼を受け、受入

医療施設の選定、確認、回答を行う者 
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（７）周産期医療情報システム 

     平成２０年度に、周産期母子医療センターの空床情報やハイリスク患者

の情報等を分娩取扱医療機関の間で共有できる鳥取県周産期情報システム

を構築し、平成２１年度から運用を開始しています。 

現在のシステムは、母体の情報が中心となっており、ＮＩＣＵの情報を

入力する項目がほとんどなく、受入の可否がシステム上では判断できるよ

うになっていません。また、各医療機関でのシステムへの入力の負担が大

きいなどの課題があげられています。 

 

（８）周産期関連情報の収集・発信  

本県では、周産期関連情報の定期的な収集や、県民への情報発信は行っ

ていません。 

しかしながら、周産期医療体制の充実を図るためには、定期的な情報収

集を行い、現状分析や課題を抽出することが必要となります。 

また、県民へお産のリスクや本県の現状を周知することは、周産期に対

する正しい認識を持っていただく上で非常に重要となります。 

 

（９）医療従事者 

ア 医師 

     本県の産婦人科・産科の医師は、年々減少しており、平成２２年には６

０人となるとともに、年齢構成では５０歳以上の医師が全体の４５％を占

めています。また、小児科（小児外科を含む）の医師については、平成１

４年から平成２２年までに６人増の１１５人となっており、年齢構成は５

０歳以上の医師が５１％となっています。産婦人科・産科医師・小児科医

ともに新たな医師を継続して確保していく必要があります。また、「鳥取

県中部保健医療圏の産科・小児科医療体制検討会」でも病院の産科・小児

科医の確保が課題として挙げられました。 

     現在は、医師確保養成奨学金による県内への定着を誘導しながら医師の

全体数の底上げを図る取り組みを進めているところですが、特定の診療科

の医師を増やすような取り組みも必要となっています。 

 

   イ 看護師、准看護師、助産師 

  県内で就業している看護師及び准看護師は、増加傾向にあり、平成１４

年から１，１６６人増加して平成２２年には８，０２１人となっています。 

また、県内で就業している助産師も、増加傾向にあり、平成１４年から

２５人増加して平成２２年には１８９人に増えています。 

    看護師等の人数はそれぞれ増加しているものの、医療現場での不足感は

依然として残っており更なる確保を図っていく必要があります。 

また、助産師の人数は増加しているものの、「鳥取県中部保健医療圏の産

科・小児科医療体制検討会」でも、診療所の助産師の確保が課題として挙げ

られており、更なる確保を図っていく必要があります。 
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（10）災害時の対応 

    災害が発生した場合の対応は、通常の災害時医療への取り組みのみで、

産科に特化したものはありません。 

    しかし、平成２２年末から平成２３年１月までにかけての大雪時には、

患者、医療従事者の交通手段の確保が困難となり、平成２３年３月の東日

本大震災では妊婦や新生児の受入れが困難であったことから、災害時の交

通手段や医療従事者の確保、患者情報の把握など発災時の対応と医療機関

の業務継続の必要性が指摘されています。 
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２ 周産期医療体制の課題 

（１）周産期母子医療センターの体制 

   「周産期医療体制整備指針」では、「都道府県は、出生児１万人対２５

床から３０床を目標として、地域の実情に応じたＮＩＣＵの整備を進める

ものとする。」とされています。 

これに基づいて本県の整備目標を算定すると、１２床から１５床（平成

２３年の出生数４，９３１人で算定）となります。 

現在の県全体のＮＩＣＵの病床数は、１８床（東部保健医療圏に６床、

西部保健医療圏に１２床）ですから、一応の整備目標は達成していること

になりますが、東部保健医療圏から西部保健医療圏への搬送時間が相当程

度必要なことなど、必ずしも十分とは言えません。 

 

表７ ＜病床稼働率（ＮＩＣＵ）＞ 

区  分 

ＮＩＣＵ稼働率 

総合周産期母子 

医療センター 

地域周産期母子 

医療センター 

病 床 数 １２床 ６床 

２２年度 
入院患者延べ人数 ３，０６５人   ２，０８９人 

稼働率 ９３．３％ ９５．４％ 

２３年度 
入院患者延べ人数 １，７５５人 ２，１１７人 

稼働率 ８０．１％ ９６．４％ 

（医療政策課調） 

※総合周産期母子医療センターの１２床は、平成２４年９月１０日から使用開始。それ 

以前は９床。 

 

（２）ＮＩＣＵ長期入院児への支援 

     ＮＩＣＵに長期入院することで、母体、新生児の受入れにも影響を及ぼ

すこととなるため、長期入院児の転退院に向けた取り組みへの支援が重要

となっています。 

 

  （３）搬送コーディネーター 

平成２４年６月から総合周産期母子医療センターに非常勤の搬送コーデ

ィネーターを配置して、ＮＩＣＵの円滑な運営などの業務を行うことによ

り医師の負担が軽減されてきましたが、負担軽減の効果は一部に限定され

ています。 

 

（４）周産期医療情報システム 

     現在のシステムでは、母体の情報が中心となっており、ＮＩＣＵの情報

を入力する項目がほとんどないことから、受入の可否がシステム上では判

断できるようになっていません。また、各医療機関でのシステムへの入力

の負担が大きいなどの課題があげられています。 
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（５）周産期関連情報の収集・発信  

周産期医療の体制の充実のためには、定期的な情報収集により、現状分

析や課題の把握に務めることが必要不可欠です。 

また、県民が本県の周産期医療の現状や、周産期に対する正しい認識を

持っていただく必要があります。 

 

（６）医療従事者 

ア 医師 

     本県の産婦人科・産科の医師は減少傾向、小児科医師は微増しているも

のの５０歳以上が５割を超えており、今後、新たな医師の確保を進めるた

めに、特定の診療科へ誘導するような取り組みを進める必要があります。 

 

    イ 看護師、准看護師、助産師 

    県内で就業している看護師、准看護師は増加傾向ですが、更なる確保を

図っていく必要があります。 

県内で就業している助産師は増加しましたが、診療所に勤務する助産師は

横ばいで、新たな取り組みにより確保を図っていく必要があります。 

 

（７）災害時の対応 

    災害が発生した場合の対応として、医療従事者の確保、患者や医療従事

者の交通手段の確保、患者情報の把握などについて、有効な対策を講じる

必要が指摘されています。 
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Ⅲ 周産期医療体制の整備目標 

 

（１）ＮＩＣＵ・ＧＣＵの充実 

ア ＮＩＣＵ 

  西部保健医療圏での受入困難な状況に対応するため、平成２４年度に９

床から３床を増床し１２床となり、当面の整備目標を達成したことから、

当面病床利用率の状況を確認し、必要に応じて関係機関と協議をしていき

ます。 

     また、東部保健医療圏では、２８週未満の新生児については、マンパワ

ーの問題から西部の総合周産期母子医療センターへ搬送することとなって

いますが、長距離の搬送となることから、将来的には東部のＮＩＣＵでの

対応が可能となるような方策について関係機関と協議をしていきます。 

 

   イ ＧＣＵ 

     「周産期医療体制整備指針」では、ＧＣＵは、総合周産期母子医療セン

ターについて、ＮＩＣＵの２倍以上の病床を整備することが望ましいとさ

れています。本県では、総合周産期母子医療センターのＮＩＣＵ１２床に

対してＧＣＵが１５床となっています。 

     また、地域周産期母子医療センターには、ＮＩＣＵ６床に対してＧＣＵ

が６床整備されており、県内全体ではＮＩＣＵより３床多い２１床が確保

されているところです。 

ＧＣＵの整備は、ＮＩＣＵを退出した児の療育・療養環境の確保のため

にも必要であるとともに、ＮＩＣＵの満床傾向の緩和を図る上でもＧＣＵ

の拡充は有効であると考えられます。 

西部保健医療圏では、平成２４年度に６床増床したことから、状況を確

認し、必要に応じて関係機関と協議をしていきます。 

また、東部地区においても増床を検討するとともに、人的体制（医師・

看護職員の確保）を含めた周産期医療体制の充実を図っていくこととしま

す。 

 

（２）ＮＩＣＵ長期入院児への支援 

     ＮＩＣＵの満床は、妊婦､新生児の受け入れ困難の原因の１つにもなるこ

とから、長期入院児の円滑な転・退院や在宅療養への移行が重要となって

いますが、これらを行うためには、在宅移行を前提とした転院先の確保が

必要となります。 

長期入院児が早期にＮＩＣＵを退院出来るよう、関係機関が連携して、

積極的に取り組んでいくこととします。 

 

（３）長期入院児支援コーディネーター・搬送コーディネーター 

総合周産期母子医療センターの搬送コーディネーターの配置の効果を検

証しつつ、更なる体制の整備・充実が必要かどうかについて検討を行うこ

ととします。 
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（４）周産期医療情報システム 

     周産期医療情報システムは、全ての患者の情報があらかじめ入力されて

いることで、県内全体の周産期データが把握できるとともに、ハイリスク

になった場合にもその患者のデータが転送先に迅速かつ円滑に提供可能と

なります。また、妊婦、新生児の受入可否情報もシステム上で確認出来る

ことが理想です。 

     しかし、これらを実現するためには、情報の入力体制の整備、全ての医

療機関の理解・協力、受入可否の判断基準の作成、取得する情報の精査な

どが必要となってきます。 

まずは、これらのことについて関係者で協議していきます。 

 

（５）周産期関連情報の収集・発信 

     本県では、周産期関連情報は、その都度必要な照会を行うのみで、定期

的な収集は行っていませんでした。 

しかし、周産期医療に関する充実方策の検討を行うためには、定期的に

情報を収集し、現状や課題などの把握をする必要があることから、今後は

医療機関の協力を得ながら情報収集に努めていくこととします。 

     また、これらの収集した情報やお産のリスク、本県の周産期医療の提供

体制の状況、その他関連する情報などを広く情報提供し、県民に周産期医

療の現状を知っていただくよう努めます。 

 

（６）医療従事者の確保 

   ア 医師 

     医師確保養成奨学金による県内医師の全体数の底上げはもとより、産婦

人科・産科医師、小児科などの特定の診療科の医師を増やすような取り組

みとして、臨床研修医の研修資金の貸付制度の創設や分娩を取り扱う病院

の産婦人科の医師に対する分娩手当、ＮＩＣＵを設置する病院の小児科の

医師に対する新生児医療担当医手当など処遇改善による確保について検討

していきます。 

   イ 看護師、准看護師、助産師 

  看護師等については、年々増加しているものの、医療現場での不足感は

依然として残っていることから、修学資金の貸付けや未就業の看護職員の

就業支援や掘り起こしなどにより確保を図って行くこととします。 

助産師については、中部保健医療圏の診療所において確保が課題との声

を聞いていることから、県内の養成機関の入学者の増加や分娩を取り扱う

病院の助産師に対する分娩手当等処遇改善による確保策など対策を検討し

ていくこととします。また、院内助産所等、助産師の更なる活用と意欲・

能力向上の場の整備を推進するとともに、適切な役割分担による産婦人科、

産科医師の負担軽減を図っていくこととします。 

 

（７）災害時の対応 

   災害時の交通手段や医療従事者の確保方法、患者情報の収集、耐震性、

非常用電源の整備など施設の充実なども含めた対応のあり方について、市
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町村やその他の関係者、医療機関などの意見を聞きながら検討していくこ

ととします。加えて、災害時における広域的なネットワークの形成につい

ても検討していくこととします。 

   また、周産期医療における２次保健医療圏の基幹的病院である鳥取大学

医学部附属病院、鳥取県立中央病院及び鳥取県立厚生病院は災害拠点病院

に指定されています。そのためこの３病院には災害時の周産期医療分野の

拠点病院としての役割を担っていただくこととし、関係機関と協議を行い

ながら、産科診療所における業務継続計画の策定など災害時においても機

能が確保されるような体制づくりに取り組んでいきます。 
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鳥取県周産期医療体制整備計画策定までの経過 

  平成２４年８月  鳥取県周産期医療協議会で策定について現状、課題等を意見交換 

  平成２５年３月  鳥取県周産期医療協議会で計画案の検討 

  平成２５年３月  鳥取県周産期医療体制整備計画の策定 

  平成２５年４月  鳥取県周産期医療体制整備計画の施行 

 

鳥取県周産期医療協議会委員名簿 

所   属 職     名 氏  名 
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Ⅳ 資 料 

１ 母子保健指標の推移 

  （１）出生数、合計特殊出生率、分娩件数の推移 

   ・昭和５５年から平成２３年までの推移を見ると、出生数は８，１９６人から４，９３

１人、合計特殊出生率は１．９３人から１．５８人まで下がり、依然として少子化傾

向が続いている。 

・分娩件数については、平成８年は５，７５２件あったものが平成２３年には４，９９

９件にまで減少している。 

 ＜鳥取県における出生数の推移＞ 

 

      （単位：人） 

区    分 Ｓ５５ Ｓ６０ Ｈ３ Ｈ８ Ｈ１３ Ｈ１８ Ｈ２３ 

出 生 数 8,196 7,508 6,187 5,582 5,595 5,186 4,931 

    ※ 出典：厚生労働省「人口動態調査」 
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＜鳥取県における分娩件数の推移＞ 

 

（単位：件）          

区     分 平成８年 平成 13 年 平成 18 年 平成 23 年 

分娩件数（件） 5,752 5,727 5,273 4,999 

※ 出典：厚生労働省「人口動態調査」 

 

＜鳥取県における合計特殊出生率の推移＞        （単位：人） 

 

 

区 分 昭和 55 昭和 60 平成３ 平成８ 平成 13 平成 18 平成 23 

県 1.93 1.93 1.81 1.62 1.58 1.51 1.58 

全国 1.75 1.76 1.53 1.43 1.33 1.32 1.39 

    ※ 出典：厚生労働省「人口動態調査」 
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＜県内の分娩及び帝王切開の状況の推移（各年９月の実績）＞ 

（１）病院                                                    （単位：件、％） 

区   分 Ｈ１１ Ｈ１４ Ｈ１７ Ｈ２０ Ｈ２３ 

分 娩 件 数   Ａ 
239  

（50,959） 

135  

（49,629） 

171  

（44,865） 

167  

（47,626） 

193  

（46,389） 

帝王切開娩出術件数 Ｂ 
47  

（8,852） 

32  

（8,900） 

46  

（9,623） 

41  

（11,089） 

50  

（11,198） 

帝王切開実施率 Ｂ／Ａ 
19.7  

（17.4） 

23.7  

（17.9） 

26.9  

（21.4） 

24.6  

（23.3） 

25.9  

（24.1） 

 

（２）診療所                                                  （単位：件、％） 

区   分 Ｈ１１ Ｈ１４ Ｈ１７ Ｈ２０ Ｈ２３ 

分 娩 件 数   Ａ 
219  

（40,097） 

355  

（41,498） 

321  

（40,247） 

283  

（42,792） 

243  

（40,309） 

帝王切開娩出術件数 Ｂ 
32  

（4,571） 

33  

（4,938） 

55  

（5,156） 

34  

（5,553） 

33  

（5,464） 

帝王切開実施率 Ｂ／Ａ 
14.6  

（11.4） 

9.3  

（11.9） 

17.1  

（12.8） 

12.0  

（13.0） 

13.6  

（13.6） 

      ※ 出典：厚生労働省「医療施設調査」 

※ 下段括弧内は全国数値       
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 （２）出生児、周産期死亡の状況の推移 

・低出生体重児数及び多胎妊娠による出生児数の昭和５５年から平成２３年までの推移をみる

と、昭和の終わりから平成の初期の頃までは減少傾向にあったがその後増加に転じている。 

・周産期死亡率については、昭和５５年の９．３人が平成２３年には２．８人となっている。 

・周産期死亡率を母親の年齢別に見ると、未成年又は高年齢の出産の場合に高くなっている。 

 

 ＜鳥取県における低出生体重児数、多胎妊娠による出生児数の推移＞ 

 

 

（単位：人）     

区 分 Ｓ55 Ｓ60 Ｈ3 Ｈ8 Ｈ13 Ｈ18 Ｈ23 

超低出生体重児数 

（1,000ｇ未満） 
- - - - 7 14 10 

極低出生体重児数 

（1,500ｇ未満）（再掲） 
- - - - 31 25 30 

低出生体重児数 

（2,500ｇ未満）（再掲） 
459 374 400 428 491 457 489 

多胎妊娠による出生児数 134 87 87 111 108 129 96 

※ 出典：厚生労働省「人口動態調査」             
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＜鳥取県における低出生体重児比率及び多胎妊娠による出生児数の割合推移＞ 

 

                                     （単位：％） 

区      分 昭和55年 昭和60年 平成３年 平成８年 平成13年 平成18年 平成23年 

低出生体重児比率 

(出生数に対する比率) 

5.6 

 

5.0 

 

6.5 

 

7.7 

 

8.8 

 

8.8 

 

9.9 

 

出生数全体占める多胎妊

娠による出生数の割合 

1.6 
 

1.2 
 

1.4 
 

2.0 
 

1.9 
 

2.5 
 

1.9 
 

 ※ 出典：厚生労働省「人口動態調査」  
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＜鳥取県における周産期死亡率の推移＞ 

  周産期死亡率とは、年間の出生数１０００人に対する周産期死亡の比率である。 

 

                                             （単位：人） 

区 分 S55 S60 H３ H８ H13 H18 H23 

鳥取県 9.3  7.7  6.5 7.3 4.6 4.6 2.8 

全 国 20.2 15.4 8.5 6.7 5.5 4.7 4.1 

※ 出典：厚生労働省「人口動態調査」 

 

【参考】母親の年齢別に見た全国の周産期死亡率の推移 

    （出生数１０００人に対する比率） 

区 分 総 数 
母親の出産年齢（歳） 

19 以下 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45 以上 

Ｓ５５ 20.2 110.3 22.2 15.4 19.5 42.6 105.0 289.0 

Ｓ６０ 15.4 86.7 17.8 11.0 13.5 26.7 81.6 271.6 

Ｈ３ 8.5   -   -   -   -  -  -  -  

Ｈ８ 6.7 13.7 6.5 5.8 6.5 9.4 14.4 41.3 

Ｈ１３ 5.5 9.5 5.3 4.8 5.2 7.3 14.1 29.1 

Ｈ１８ 4.7 6.5 4.4 4.0 4.4 5.9 9.2 13.1 

Ｈ２３ 4.1 6.1 3.9 3.4 3.9 4.8 7.8 9.4 

※ 出典：厚生労働省「人口動態調査」                 

※ 平成３年度は現在の周産期の定義に基づく数値が公表されていない。  

現在の周産期死亡率＝（妊娠満２２週以後の死産）＋（早期新生児死亡） 

平成６年以前の周産期死亡率＝（妊娠満２８週以後の死産）＋（早期新生児死亡） 
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（３）出産母体の状況の推移 
・昭和５５年から平成２３年まで、３５歳以上の高齢の母体による出生は増加傾向にあ
る。 

・第１子を出産する母親の平均年齢が上昇傾向にあり、出産母体の高齢化がうかがわれ
る。 

・本県では妊産婦の死亡はほとんどなく、最近では、平成１３年の１人であり、それ以降
は発生していない。 

＜鳥取県における１９歳以下、３５歳以上及び４０歳以上の母体による出生児数の推移＞ 

 
（単位：人） 

区 分 Ｓ55 Ｓ60 Ｈ3 Ｈ8 Ｈ13 Ｈ18 Ｈ23 
１９歳以下の母体による出生
数 

49 66 110 66 98 98 82 

３５歳以上の母体による出生
数 

225 393 456 564 685 784 1,150 

 うち４０歳以上 23 35 41 58 65 96 143 

※ 出典：厚生労働省「人口動態調査」 

＜鳥取県における１９歳以下、３５歳以上及び４０歳以上の母体による出生児の割合の推移＞ 

 

 

（単位：％）               

区 分 Ｓ55 Ｓ60 Ｈ3 Ｈ8 Ｈ13 Ｈ18 Ｈ23 
１９歳以下の母体
による出生数 

0.6  
(0.9) 

0.9  
(1.2) 

1.8  
(1.5) 

1.2  
(1.3) 

1.8  
(1.8) 

1.9  
(1.5) 

1.7  
(1.3) 

３５歳以上の母体
による出生数 

2.7  
(4.1) 

5.2  
(7.1) 

7.4  
(8.5) 

10.1  
(9.8) 

12.2  
(12.2) 

15.1  
(17.6) 

23.3  
(24.8) 

 うち４０歳以上 
0.3  
(0.4) 

0.5  
(0.6) 

0.7  
(1.0) 

1.0  
(1.0) 

1.2  
(1.3) 

1.9  
(2.0) 

2.9  
(3.7) 

※ 出典：厚生労働省「人口動態調査」         

※ 下段括弧内は全国数値                    
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＜鳥取県における第１子を出産した母親の平均年齢の推移＞ 

    

27

28

29

30

平成8年 平成13年 平成18年 平成23年
 

 

  （単位：歳） 

区 分 Ｈ８ Ｈ13 Ｈ18 Ｈ23 

第１子を出生した母親の平均年齢 

県 27.2 27.5 28.1 29.5 

全国 27.6 28.2 29.2 30.1 

※ 出典：厚生労働省「人口動態調査」 

 

 

 

＜鳥取県における妊産婦死亡数の状況＞ 

 

      ○昭和５５年から平成２１年までの妊産婦死亡数：５人 

      【内  訳】 

       昭和５５年：２人 

       平 成 ６ 年：１人 

       平 成 ７ 年：１人 

       平成１３年：１人 

 

     ※ 出典：厚生労働省「人口動態調査」 
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２ 県内の周産期医療体制の状況 

（１）産婦人科・産科・婦人科を標榜する病院数の推移 

・平成８年から平成２３年までの推移を見ると、産婦人科の標榜が４病院減り、また、

産科の標榜が１病院となり、婦人科の標榜は１病院に減っている。 

＜県内の産婦人科・産科・婦人科標榜病院数の推移＞ 

0

5

10

15

産婦人科 産科 婦人科

平成８年 平成11年 平成14年 平成17年 平成20年 平成23年

 

（単位：箇所）         

区 分 Ｈ８ Ｈ１１ Ｈ１４ Ｈ１７ Ｈ２０ Ｈ２３ 

産婦人科 １２ １０ １０ １０ ８ ８ 

産科 １ １ ０ ０ ０ １ 

婦人科 ２ ３ ４ ４ ５ １ 

※ 出典：厚生労働省「医療施設調査」（各年１０月１日現在）         
     ※ 上記調査では、複数科標榜の病院有り                    

 

（２）産婦人科・産科・婦人科を主たる診療科として標榜する診療所数の推移 

・平成８年から平成２３年までの推移を見ると、主に産婦人科又は産科標榜の診療所は

６箇所減り、主に婦人科標榜は１箇所減っている。 

＜県内の産婦人科・産科・婦人科標榜診療所(主たる診療科として標榜)数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            

                          （単位：箇所）   

区 分 Ｈ８ Ｈ１１ Ｈ１４ Ｈ１７ Ｈ２０ Ｈ２３ 

産婦人科 ８ ８ ８ ６ ３ ４ 

産科 ３ ２ ５ ４ １ １ 

婦人科 ２ ３ ５ ４ １ １ 

※ 出典：厚生労働省「医療施設調査」（各年１０月１日現在）     

0

2

4

6

8

10

産婦人科 産科 婦人科

平成８年 平成11年 平成14年 平成17年 平成20年 平成23年
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（３）産婦人科・産科に従事する医師の状況 

・県内で主に産婦人科又は産科に従事する医師数は平成１４年の７６人から平成２２年には６

０人に減っており、うち産科の医師は０人になっている。 

・出生数に対する産婦人科及び産科の医師数（出生数千人に対する比率）は、平成１４年から

概ね１３人前後で推移している。 

・平成２２年の年齢別の構成状況を見ると４０歳代が１７人と最も多く、次いで３０歳代と５

０歳代の１３人となっている。また、女性医師も２割以上いる。 

 

＜県内で主に産婦人科・産科・婦人科に従事する医師数の推移＞ 

0

20

40

60

80

100

産婦人科 産科 婦人科 計

平成14年 平成16年 平成18年 平成20年 平成22年

 
                   （単位：人）  

区 分 Ｈ１４ Ｈ１６ Ｈ１８ Ｈ２０ Ｈ２２ 

産婦人科 ７３ ４９ ６９ ６１ ６０ 

産科 ３ １１ １ ０ ０ 

婦人科 ４ １５ ６ ６ ５ 

計 ８０ ７５ ７６ ６７ ６５ 

※ 出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（各年１２月３１日現在） 
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＜県内の出生数に対する産婦人科・産科の従事医師数(出生数千人対)の推移＞ 
 
 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜県内の出生数に対する産婦人科・産科の医師数の推移（出生数千人に対する比率）＞ 

      
（単位：人） 

 
区  分 平成 14 年 平成 16 年 平成 18 年 平成 20 年 平成 22 年 

産婦人科・産科の医師数 

Ａ  

60 70 61 61 60 

11,034 10,594 10,074 10,389 10,652 

出生数 Ｂ 
5,365 5,275 5,186 4,878 4,790 

1,153,855 1,110,721 1,092,674 1,091,156 1,071,304 

出生数に対す

る産婦人科・

産科医師数 

1000A/B 

県 11.2 13.3 11.8 12.5 12.5 

全 国 9.6 9.5 9.2 9.5 9.9 

※ 出典：医師数…厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（各年 12月 31 日現在） 

          出生数…厚生労働省「人口動態調査」 
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＜県内で主に産婦人科・産科に従事する医師の平均年齢の推移＞ 
 

                                 （単位：歳） 

区 分 Ｈ１４ Ｈ１６ Ｈ１８ Ｈ２０ Ｈ２２ 

産婦人

科 

全体 46.4(49.8) 50.5(50.4) 47.4(51.1) 48.1(50.7) 50.5(50.7) 

男性 51.1(52.4) 53.0(53.3) 51.6(54.0) 52.5(54.2) 54.0(54.6) 

女性 29.6(40.0) 35.1(40.2) 33.6(41.2) 34.4(40.9) 38.0(40.9) 

産科 

全体 50.1(48.1) 40.0(46.4) 59.8(46.2) - (45.3) - (45.1) 

男性 56.3(50.2) 46.1(48.9) 59.8(49.8) - (48.5) - (48.6) 

女性 37.7(37.9) 29.4(37.2) - (36.0) - (36.8) - (36.5) 

 ※ 出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（各年１２月３１日現在） 

     ※ １８年は、主に産科に従事する女性医師は不在     

       平成２０年、２２年には、主に「産科」に従事する医師は不在 

 
〈県内で主に産婦人科・産科・婦人科に従事する医師の年齢別・性別人数〉 

0

2

4

6

8

10

12

14

男性 女性 男性 女性 男性 女性

産婦人科 産科 計

20代 30代 40代  

     ※平成 22 年 12 月 31 日現在 

 

〈県内で主に産婦人科・産科に従事する医師の年齢別・性別人数（平成２２年１２月３１日現在）〉 

         
（単位：人） 

区分 性別 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 
70 代

以上 
計 合計 

平均

年齢 

産婦人科 
男性 1 6 13 13 7 7 47 

60 
50.5 

歳 女性 2 7 4 0 0 0 13 

産科  
男性 0 0 0 0 0 0 0 

0 - 
女性 0 0 0 0 0 0 0 

計 
男性 1 6 13 13 7 7 47 

60 
50.5

歳 女性 2 7 4 0 0 0 13 

※ 出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」 
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（４）小児（外）科に従事する医師の状況 

・県内で主に小児科又は小児外科に従事する医師数は、平成１４年の１０９人から平成

２２年の１１５人に微増している。（うち小児科は１０９人が１１２人と３人の増） 

・小児科に従事する医師の平均年齢は、平成１４年の４６．１歳から平成２２年では４

９．２歳に上がっている。 

・平成２２年の年齢別の構成状況では、５０歳代が最も多く、２０～３０歳代の若手医

師の割合が約３割と少ないが、女性医師に限れば、３０歳代が最も多い。また、女性

医師が占める割合は全体で約３割ある。 

 

＜県内で主に小児科・小児外科に従事する医師数の推移＞ 

 

 

〈県内で主に小児科・小児外科に従事する医師数の推移〉 
 

      
    

（単位：人） 

区  分 平成 14 年 平成 16 年 平成 18 年 平成 20 年 平成 22 年 

小児科 108 103 105 111 112 

小児外科 1 1 1 3 3 

計 109 104 106 114 115 

※ 出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（各年１２月３１日現在） 

 

＜県内で主に小児科に従事する医師の平均年齢の推移＞ 
 

                               （単位：歳） 

区 分 Ｈ１４ Ｈ１６ Ｈ１８ Ｈ２０ Ｈ２２ 

男女計 46.1(47.6) 46.8(48.2) 47.7(49.0) 48.0(49.2) 49.2(49.3) 

男 性 47.8(48.7) 48.0(49.4) 48.9(50.3) 49.7(50.6) 50.6(50.8) 

女 性 42.1(45.2) 44.4(45.6) 44.5(46.2) 43.5(46.3) 46.1(46.2) 

※ 出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（各年１２月３１日現在） 

※ 括弧内は全国数値                            
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＜県内で主に小児（外）科に従事する医師の年齢別・性別人数(平成 22 年 12 月 31 日現在)＞ 

 

 

         （単位：人） 

区分 性別 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代以上 計 合計 平均年齢 

小児科 
男性 5 13 14 30 11 4 77 

112 49.2 歳 
女性 0 15 7 6 6 1 35 

小児外科 
男性 0 1 0 0 1 0 2 

3 44.5 歳 
女性 0 1 0 0 0 0 1 

計 
男性 5 14 14 30 12 4 79 

115 － 
女性 0 16 7 6 6 1 36 

 ※ 出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」   
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（５）助産師の状況 

・県内の就業助産師数の平成１４年から平成２２年までの推移を見ると、１６４人から

１８９人に増え、就業別では、病院勤務が１０９人から１１４人に、診療所勤務は２

９人から５７人に増えているが、助産所勤務は２１人から９人に減っている。 

  

＜県内の助産師数の推移＞ 

 

                                                      

（単位：人） 

区  分 Ｈ１４ Ｈ１６ Ｈ１８ Ｈ２０ Ｈ２２ 

病院勤務 103 108 89 95 114 

診療所勤務 29 39 54 58 57 

助産所勤務 21 15 15 7 9 

その他 11 14 10 13 9 

計 164 176 168 173 189 

     ※ 出典：厚生労働省「衛生行政報告例」（各年１２月３１日現在）     

     ※ 「その他」に該当する者は市町村、訪問看護ステーション等の従事者 
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（６）看護師の状況 

・県内で就業する看護師数の平成１４年から平成２２年までの推移を見ると、４，３６

８人から５，５８８人と１，２２０人の増加となっている。また、准看護師は２，５

００人程度で推移しており、ほとんど増減は見られない。 

・平成２０年の就業別では、看護師では病院勤務が４，２０３人と約７５％を占めてい

るが、准看護師では病院勤務は約４割で、診療所勤務とほぼ同程度となっている。ま

た、助産所に勤務している看護師、准看護師はいない。 

   

＜県内の就業看護師・准看護師数の推移＞               （単位：人） 

区  分 Ｈ１４ Ｈ１６ Ｈ１８ Ｈ２０ Ｈ２２ 

看 護 師 4,368 4,719 4,907 5,313 5,588 

准看護師 2,487 2,532 2,460 2,474 2,433 

合 計 6,855 7,251 7,367 7,787 8,021 

※ 出典：厚生労働省「衛生行政報告例」（各年１２月３１日現在） 

 

 

〈看護師・准看護師の就業状況〉     （単位：人） 

区 分 病 院 診療所 助産所 
訪問看護

ｽﾃｰｼｮﾝ 

介護保健

施設等 

社会福

祉施設 
その他 合 計 

看護師 4,203 580 0 134 451 74 146 5,588 

准看護師 927 807 0 27 566 78 28 2,433 

合 計 5,130 1,387 0 161 1,017 152 174 8,021 

 ※出典：厚生労働省「衛生行政報告例」（平成２２年１２月３１日現在）  

 ※「その他」に該当する者は市町村、保健所、養成施設等の従事者  

  


